
【資料５】

（平成２７年４月１日改定） 【参考】

建 設 事 業 水力発電施設、ずい道等新設事業 19% 18%

道路新設事業 20% 20%

舗装工事業 18% 18%

鉄道又は軌道新設事業 25% 23%

建築事業（既設建築物設備工事業を除く。） 23% 21%

既設建築物設備工事業 23% 22%

機械装置の組立て又は据付けの事業

　　組立て又は取付けに関するもの 40% 38%

　　その他のもの 22% 21%

その他の建設事業 24% 23%
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